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 論点 
法人の種類 

№２ 

 

 問題１  令和４年 第４問  チェック✔□□□ 

株式会社と合同会社の比較に関する記述として、最も適切なものはどれか。 

 

ア 株式会社及び合同会社のいずれも、会社成立後の出資に際して、資本金を増やさず

に出資による資金調達を行うことはできない。 

イ 株式会社においては法人は取締役となることはできないが、合同会社においては法

人が業務執行社員になることができる。 

ウ 株式会社の株主は１名でもよいが、合同会社の社員は２名以上でなければならない。 

エ 株式会社の株主は有限責任であるが、合同会社の社員は無限責任である。 

 

 

 問題２  令和元年 第１問★  チェック✔□□□ 

 合同会社、合名会社、合資会社の比較に関する記述として、最も適切なものはどれか。 

 

ア 合同会社、合名会社、合資会社のいずれの会社も、会社成立後に新たに社員を加入

させることができる。 

イ 合同会社、合名会社、合資会社のいずれの会社も、社員は２名以上でなければなら

ない。 

ウ 合同会社、合名会社、合資会社のいずれの会社も、定款の定めによっても、一部の

社員のみを業務執行社員とすることはできない。 

エ 合同会社と合名会社の社員は無限責任社員のみで構成されるが、合資会社の社員は

無限責任社員と有限責任社員により構成される。 

 

 

  

重要度 Ａ 

重要度 Ｂ 



 

 －2－ 

 問題３  平成30年 第１問★  チェック✔□□□ 

合同会社は、当事者間で最適な利害状況を自由に設定することを可能とすることによ

って、事業の円滑な実施を図り、法規制による保護ではなく、利害関係者の自己責任に

よる問題解決に委ねるという会社類型である。 

株式会社と合同会社を比較した記述として、最も適切なものはどれか。 

 

ア 株式会社の株主は、会社債権者に対して間接有限責任しか負わないが、合同会社の

社員は、会社債権者に対して直接無限責任を負う。 

イ 株式会社の場合には、資本金を増やさずに出資による資金調達を行うことはできな

いが、合同会社の場合には、資本金を増やさずに出資による資金調達を行うことがで

きる。 

ウ 株式会社の場合にも、合同会社の場合にも、純資産額が300万円以上でなければ、配

当を行うことができない。 

エ 株式会社の場合にも、合同会社の場合にも、貸借対照表を公告しなければならない。 

 

 

 

  

重要度 Ｂ 
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 論点 
会社の設立と登記 

№４ 

 

 問題４  令和６年 第６問  チェック✔□□□ 

定款の記載事項は、絶対的記載事項（定款に必ず記載または記録しなければならない

事項であって、これを記載または記録しないときには定款自体が無効となるもの）、相対

的記載事項（定款で定めないとその事項の効力が認められないもの）、任意的記載事項

（定款に記載せずに他の方法で定めても有効であるにもかかわらず、会社の意思で定款

に記載する事項）に分類される。 

次の事項のうち、株式会社の定款における絶対的記載事項ではないものの組み合わせ

として、最も適切なものを下記の解答群から選べ。 

 

ａ 本店の所在地 

ｂ 設立に際して出資される財産の価額またはその最低額 

ｃ 発起人の氏名または名称および住所 

ｄ 取締役の員数 

ｅ 定時株主総会の招集時期 

 

〔解答群〕 

ア ａとｃ 

イ ｂとｄ 

ウ ｂとｅ 

エ ｄとｅ 

 

  

重要度 Ａ 
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 問題５  令和５年 第５問（設問１・設問２） 

以下の会話は、株式会社の設立を考えている甲氏と中小企業診断士であるあなたとの

間で行われたものである。この会話を読んで、下記の設問に答えよ。なお、甲氏は、定

款を書面で作成することを考えている。 

 

甲 氏：「これまで、個人で事業を行っていましたが、事業が軌道に乗ってきたので、株

式会社を設立したいと思います。新しく設立する会社が発行する株式について

は、私が引き受ける他に、私の父が設立したＸ株式会社と私の友人である乙氏

にも引き受けてもらうことになっています。ちょっと調べたところ、株式会社

を設立する場合には、定款に発起人が署名または記名押印をしなければならな

いと聞きました。私は発起人になることにしていますが、乙氏も発起人になら

なければならないのでしょうか。」 

あなた：「  Ａ  。」 

甲 氏：「ありがとうございます。では、Ｘ株式会社は発起人になることはできるのでし

ょうか。」 

あなた：「  Ｂ  。」 

甲 氏：「また、株式会社を設立するに際しては、取締役を選任しなければならないと聞

きました。会社法では、私は取締役に必ず就任しなければならないのでしょう

か。」 

あなた：「  Ｃ  。」 

甲 氏：「定款では、その設立時取締役の定めはしない予定なのですが、この場合、設立

時取締役というのは、どのような手続で選任することになるのでしょうか。」 

あなた：「  Ｄ  。」 

甲 氏：「いろいろとありがとうございます。分からないことがあったら、またお伺いし

ます。」 

あなた：「お気軽にご相談ください。必要があれば、知り合いの弁護士を紹介します。」 
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（設問１）★  チェック✔□□□ 

会話の中の空欄ＡとＢに入る記述の組み合わせとして、最も適切なものはどれか。 

 

ア Ａ：発起設立、募集設立のいずれの場合でも、乙氏は発起人にならなければなりま

せん 

Ｂ：Ｘ株式会社は法人なので、発起人になることはできません 

イ Ａ：発起設立、募集設立のいずれの場合でも、乙氏は発起人にならなければなりま

せん 

Ｂ：法人も発起人になることができますので、Ｘ株式会社も発起人になることがで

きます 

ウ Ａ：発起設立によって株式会社を設立する場合には乙氏は発起人にならなければな

りませんが、募集設立によって株式会社を設立する場合には、必ずしも乙氏は

発起人になる必要はありません 

Ｂ：Ｘ株式会社は法人なので、発起人になることはできません 

エ Ａ：発起設立によって株式会社を設立する場合には乙氏は発起人にならなければな

りませんが、募集設立によって株式会社を設立する場合には、必ずしも乙氏は

発起人になる必要はありません 

Ｂ：法人も発起人になることができますので、Ｘ株式会社も発起人になることがで

きます 

 

（設問２）  チェック✔□□□ 

会話の中の空欄ＣとＤに入る記述の組み合わせとして、最も適切なものはどれか。な

お、定款では設立時取締役として定められた者はいないものとする。 

 

ア Ｃ：いいえ。設立時取締役は必ずしも発起人でなくてもよいので、必ずしも甲氏が

設立時取締役になる必要はありません 

Ｄ：発起設立、募集設立のいずれの場合も、発起人全員の同意によって選任するこ

とになります 

イ Ｃ：いいえ。設立時取締役は必ずしも発起人でなくてもよいので、必ずしも甲氏が

設立時取締役になる必要はありません 

Ｄ：発起設立の場合は、発起人の議決権の過半数により、募集設立の場合は、創立

総会の決議によって選任することになります 

ウ Ｃ：はい。甲氏は発起人ですので、必ず設立時取締役にならなければなりません 

Ｄ：発起設立の場合は、発起人全員の同意により、募集設立の場合は、創立総会の

決議によって選任することになります 

エ Ｃ：はい。甲氏は発起人ですので、必ず設立時取締役にならなければなりません 

Ｄ：発起設立の場合は、発起人の議決権の過半数により、募集設立の場合は、創立

総会の決議によって選任することになります 

 

  

重要度 Ａ 

重要度 B 
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 問題６  令和４年 第６問（設問２） 

以下の会話は、甲氏と、中小企業診断士であるあなたとの間で行われたものである。

この会話に基づき下記の設問に答えよ。 

甲 氏：「最近、私の友人が株式会社を立ち上げました。私も、株式会社をつくって、事

業をやりたいと思います。友人の株式会社は、公開会社ではない株式会社と聞

きました。公開会社ではない株式会社とは、どのような会社ですか。」 

あなた：「公開会社ではない株式会社とは、発行する全部の株式が譲渡制限株式である会

社をいいます。」 

甲 氏：「公開会社ではない株式会社には、どのような特徴があるのでしょうか。」 

あなた：「公開会社ではない株式会社の場合には、  Ａ  。」 

甲 氏：「ありがとうございます。今後、実際に株式会社を設立する場合、どのような点

に注意すればよいのでしょうか。」 

あなた：「  Ｂ  。」 

甲 氏：「ありがとうございます。分からないことがあったら、またお伺いします。」 

（設 問）★  チェック✔□□□ 

会話の中の空欄Ｂに入る記述として、最も適切なものはどれか。 

ア 株式会社を設立するに当たって作成する定款には、商号を記載又は記録しなければ

なりませんので、考えておくとよいでしょう 

イ 株式会社を設立するに当たって作成する定款は、電磁的記録により作成することは

できませんので、注意してください 

ウ 株式会社を募集設立によって設立する場合、最低資本金の額は300万円となります

ので、注意してください 

エ 発起人は３名以上でなければなりませんので、甲氏のほかに発起人となってくれる

人を探しておくとよいでしょう 

 

 

 問題７  令和２年 第２問  チェック✔□□□ 

 株式会社の設立に関する記述として、最も適切なものはどれか。 

ア 株式会社を設立するに当たって、株式会社の定款に、発起人の氏名を記載又は記録

する必要はない。 

イ 発起設立における設立時取締役の選任は、定款に別段の定めがない場合、発起人の

全員の同意により決定する。 

ウ 発起人が複数いる場合、発起設立の場合には発起人の全員が設立時発行株式を引き

受けなければならないが、募集設立の場合には、発起人の一人が設立時発行株式を引

き受ければよく、発起人全員が設立時発行株式を引き受ける必要はない。 

エ 発起人は、現物出資について裁判所選任の検査役の調査を経た場合、現物出資者又

は当該財産の譲渡人である場合を除き、現物出資財産の不足額填補責任を負わない。  

重要度 B 

重要度 Ａ 
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 論点 
合併および会社分割の手続き 

№７ 

 

 問題８  令和５年 第６問（設問１・設問２） 

以下の会話は、Ｘ株式会社の代表取締役である甲氏と、中小企業診断士であるあなた

との間で行われたものである。この会話を読んで、下記の設問に答えよ。 

なお、本問における吸収合併の手続においては、Ｘ株式会社を消滅会社とすることを

念頭に置いている。 

 

甲 氏：「このたび、Ｘ株式会社の事業の全部を譲渡することを考えており、譲渡先を探

していたところ、取引先であるＹ株式会社から、Ｘ株式会社の事業の全部を譲

り受けてもよいという話がありました。知人に聞いたところ、Ｘ株式会社の事

業の全部をＹ株式会社に移管する方法としては、事業譲渡の他に吸収合併とい

う方法もあるという話をしていました。取引先への商品代金の支払債務につい

て、事業譲渡と吸収合併によって違いはあるのでしょうか。」 

あなた：「  Ａ  。」 

甲 氏：「なるほど。ありがとうございます。では、吸収合併と事業譲渡で、Ｙ株式会社

から受け取る対価に違いはあるのでしょうか。」 

あなた：「  Ｂ  。」 

甲 氏：「では、Ｙ株式会社に吸収合併又は事業譲渡ですべての事業を移管した場合、Ｘ

株式会社はどうなるのでしょうか。」 

あなた：「  Ｃ  。」 

甲 氏：「なかなか悩ましいですね。実は、Ｙ株式会社の他に、私の知人である乙氏から

Ｘ株式会社の事業の全部を承継してもよいという話も聞いています。乙氏は会

社を設立しておらず、個人で事業を行っているのですが、事業譲渡や吸収合併

は、相手先が会社でなくてもすることができるのでしょうか。」 

あなた：「  Ｄ  。」 

甲 氏：「分かりました。今日のお話を踏まえ、スキームを検討します。また、ご相談さ

せてください。」 

あなた：「必要があれば、弁護士を紹介しますので、お気軽にご相談ください。」 
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（設問１）★  チェック✔□□□ 

会話の中の空欄ＡとＢに入る記述の組み合わせとして、最も適切なものはどれか。 

 

ア Ａ：吸収合併、事業譲渡いずれの場合でも、Ｘ株式会社の債務は当然にＹ株式会社

に承継されます 

Ｂ：吸収合併、事業譲渡のいずれの対価も金銭に限られません 

イ Ａ：吸収合併の場合は、Ｘ株式会社の債務は当然にＹ株式会社に承継されますが、

事業譲渡の場合には、債権者の承諾を得なければ、Ｘ株式会社の債務をＹ株式

会社に承継させて、Ｘ株式会社がその債務を免れるということはできません 

Ｂ：吸収合併、事業譲渡のいずれの対価も金銭に限られません 

ウ Ａ：吸収合併の場合は、Ｘ株式会社の債務は当然にＹ株式会社に承継されますが、

事業譲渡の場合には、債権者の承諾を得なければ、Ｘ株式会社の債務をＹ株式

会社に承継させて、Ｘ株式会社がその債務を免れるということはできません 

Ｂ：吸収合併の対価はＹ株式会社の株式であることが必要ですが、事業譲渡の対価

はＹ株式会社の株式に限られず、金銭によることも可能です 

エ Ａ：吸収合併の場合は、Ｘ株式会社の債務は当然にＹ株式会社に承継されますが、

事業譲渡の場合には、債権者の承諾を得なければ、Ｘ株式会社の債務をＹ株式

会社に承継させて、Ｘ株式会社がその債務を免れるということはできません 

Ｂ：吸収合併の対価は金銭であることが必要ですが、事業譲渡の対価は金銭に限ら

れません 

 

（設問２）★  チェック✔□□□ 

会話の中の空欄ＣとＤに入る記述の組み合わせとして、最も適切なものはどれか。 

 

ア Ｃ：吸収合併、事業譲渡のいずれの場合も、Ｘ株式会社は当然に解散します 

Ｄ：吸収合併、事業譲渡のいずれの場合も、相手先は会社である必要があります 

イ Ｃ：吸収合併、事業譲渡のいずれの場合も、Ｘ株式会社は当然に解散します 

Ｄ：吸収合併の場合は、相手先は会社である必要がありますが、事業譲渡の場合は

相手先が会社である必要はありません 

ウ Ｃ：吸収合併、事業譲渡のいずれの場合も、Ｘ株式会社は当然には解散しません 

Ｄ：吸収合併、事業譲渡のいずれの場合も、相手先は会社である必要があります 

エ Ｃ：吸収合併の場合は、Ｘ株式会社は当然に解散しますが、事業譲渡の場合は当然

には解散しません 

Ｄ：吸収合併の場合は、相手先は会社である必要がありますが、事業譲渡の場合は

相手先が会社である必要はありません 

 

  

重要度 Ａ 

重要度 B 
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 問題９  令和３年 第３問  チェック✔□□□ 

 いわゆる簡易合併手続に関する会社法における記述として、最も適切なものはどれか。 

 

ア 簡易合併手続においては、存続会社のすべての株主に株式買取請求権が認められる

が、存続会社における債権者保護手続は不要である。 

イ 簡易合併手続は、吸収合併契約締結から合併の効力発生日まで20日あれば、実施す

ることが可能である。 

ウ 簡易合併手続は、存続会社及び消滅会社のいずれにおいても、合併承認に係る株主

総会の決議を不要とする手続である。 

エ 存続会社の全株式が譲渡制限株式であり、かつ、合併対価の全部又は一部がかかる

存続会社の譲渡制限株式である場合、簡易合併手続を用いることはできない。 

 

 

 問題10  令和２年 第５問  チェック✔□□□ 

 会社法が定める株式会社の合併に関する記述として、最も適切なものはどれか。 

 

ア 吸収合併消滅会社の吸収合併による解散は、吸収合併の登記がなされるまでは第三

者に対抗することができない。 

イ 吸収合併存続会社は、債権者異議手続が終了していない場合においても、合併契約

に定めた効力発生日に、吸収合併消滅会社の権利義務を承継する。 

ウ 吸収合併存続会社は、私法上の権利義務のほか、吸収合併消滅会社が有していた行

政機関による許認可などの公法上の権利義務についても、その権利義務の種類を問わ

ず、当然に、その全てを吸収合併消滅会社から引き継ぐ。 

エ 吸収合併における合併の対価は、株式に限られ、金銭を対価とすることはできない。 

 

 

  

重要度 B 

重要度 B 
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 問題11  平成30年 第２問★  チェック✔□□□ 

下表は、合併及び会社分割の各手続において、簡易手続及び略式手続の有無を整理し

たものである。空欄Ａ〜Ｄに入る記号の組み合わせとして、最も適切なものを下記の解

答群から選べ。 

なお、該当する手続があるものについては「○」、ないものについては「×」を記載

することにしている。 

 

吸収合併 

吸収合併存続株式会社 吸収合併消滅株式会社 

簡易手続 略式手続 簡易手続 略式手続 

○ ○ Ａ Ｂ 

新設合併  

新設合併消滅株式会社 

簡易手続 略式手続 

× × 

吸収分割 

吸収分割承継株式会社 吸収分割株式会社 

簡易手続 略式手続 簡易手続 略式手続 

○ ○ ○ ○ 

新設分割  

新設分割株式会社 

簡易手続 略式手続 

Ｃ Ｄ 

 

〔解答群〕 

ア Ａ：○  Ｂ：×  Ｃ：×  Ｄ：○ 

イ Ａ：○  Ｂ：×  Ｃ：×  Ｄ：× 

ウ Ａ：×  Ｂ：○  Ｃ：○  Ｄ：○ 

エ Ａ：×  Ｂ：○  Ｃ：○  Ｄ：× 

 

 

 問題12  平成30年 第５問  チェック✔□□□ 

株価の算定方法に関する記述として、最も適切なものはどれか。 

 

ア ゴードン・モデル方式では、比較の対象として適切な会社を選定することが難しい。 

イ 時価純資産額方式では、支配株主が不当に剰余金の配当額を抑えていると、株価が

不当に低く評価されてしまう。 

ウ 実際配当還元方式では、保有する資産の価値は低いが稼ぐ力を高く有している会社

の株価が不当に低く評価されてしまう。 

エ ディスカウント・キャッシュ・フロー法では、将来の業績を予測する必要があるが、

それを正確に予測するのが難しい。 

 

  

重要度 Ｂ 

重要度 Ｂ 



 

 －11－ 

 問題13  平成29年 第２問  チェック✔□□□ 

以下の会話は、中小企業診断士であるあなたとＸ株式会社（以下「Ｘ社」という。）の

代表取締役甲氏との間で行われたものである。甲氏は、Ｘ社の発行済株式の全てを保有

している。会話の中の空欄Ａ～Ｃに入る記述の組み合わせとして、最も適切なものを下

記の解答群から選べ。 

 

甲 氏：「会社分割の手続を利用して、当社のα事業を、Ｙ株式会社（以下「Ｙ社」とい

う。）に売却しようと考えているのですが、債権者異議手続の対象となる債権

者の範囲を教えてください。まず、吸収分割によりα事業に係る権利義務をＹ

社に直接承継させ、その対価としてＸ社がＹ社から現金を受け取る場合にはど

うなりますか。」 

あなた：「売却ということで、Ｘ社は、分割後、α事業に対する支配権を手放すというこ

とでしょうから、分割契約において、Ｙ社に承継させる債務に係る債権者は、

もうＸ社に債務の履行を請求できないと定めることになりますよね。そうする

と、   Ａ   が債権者異議手続の対象になります。」  

甲 氏：「では、新設分割によりα事業に係る権利義務を新たに設立したＺ株式会社（以

下「Ｚ社」という。）に承継させた上で、Ｚ社の株式をＹ社に譲渡する場合に

はどうなりますか。」  

あなた：「Ｚ社の株式の譲渡の対価をＸ社が受け取りたい場合には、新設分割と同時にＺ

社の株式をＸ社が保有する物的分割になります。また、分割計画において、Ｚ

社に承継させる債務に係る債権者は、やはり、もうＸ社に債務の履行を請求で

きないと定めることになりますよね。そうすると、   Ｂ   が債権者異議手

続の対象になります。 

他方、Ｚ社の株式の譲渡の対価を甲さんが個人で受け取りたい場合には、新設分

割と同時にＺ社の株式を甲さん個人が保有する人的分割になるでしょう。その場合

には、   Ｃ   が債権者異議手続の対象になります。 

事業の売却ということであれば、いろいろな専門家のアドバイスも必要にな

ってくると思いますし、よい方を紹介しますから、一緒に相談に行ってみませ

んか。」 

 

  

重要度 Ｂ 
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〔解答群〕 

ア Ａ：Ｙ社に承継させる債務に係る債権者と分割の効力発生日前からＹ社の債権者で

あった者 

Ｂ：Ｚ社に承継させる債務に係る債権者  

Ｃ：Ｚ社に承継させる債務に係る債権者だけでなく、Ｚ社に承継されない債務に係

る債権者 

イ Ａ：Ｙ社に承継させる債務に係る債権者と分割の効力発生日前からＹ社の債権者で

あった者  

Ｂ：Ｚ社に承継させる債務に係る債権者だけでなく、Ｚ社に承継されない債務に係

る債権者  

Ｃ：Ｚ社に承継させる債務に係る債権者  

ウ Ａ：Ｙ社に承継されない債務に係る債権者とＹ社に承継させる債務に係る債権者と

分割の効力発生日前からＹ社の債権者であった者 

Ｂ：Ｚ社に承継させる債務に係る債権者  

Ｃ：Ｚ社に承継させる債務に係る債権者だけでなく、Ｚ社に承継されない債務に係

る債権者 

エ Ａ：Ｙ社に承継されない債務に係る債権者とＹ社に承継させる債務に係る債権者と

分割の効力発生日前からＹ社の債権者であった者 

Ｂ：Ｚ社に承継させる債務に係る債権者だけでなく、Ｚ社に承継されない債務に係

る債権者 

Ｃ：Ｚ社に承継させる債務に係る債権者 
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 問題14  平成28年 第３問（設問１） 

以下の会話は、中小企業診断士であるあなたとＸ株式会社（以下「Ｘ社」という。）の

代表取締役甲氏との間で行われたものである。Ｘ社は、αの製造販売事業（以下「α事

業」という。）を営んでいる。この会話を読んで、下記の設問に答えよ。 

 

甲 氏：「おかげさまで弊社のα事業は好調です。そこで、業容を拡大したいと考えてい

たところ、先日ちょうど、取引銀行を通じて、弊社と同じα事業を営んできた

Ｙ社から、事業の選択と集中を進めたいから同事業を買収しないかという話を

もらいまして、現在前向きに検討しています。Ｙ社は、α事業以外の事業も営

んでいるので、新設分割でα事業をいったん切り出して子会社Ｚ社を設立し、

弊社がＹ社からＺ社の全株式を現金で買い取るスキームを考えています。何か

注意しておいた方がいいことはありますか。」 
あなた：「  Ａ  。それから、同業他社から競合する事業を買収することになりますか

ら、独占禁止法に低触するかどうかも問題になります。少なくとも公正取引委

員会への届出の要否については検討しなければなりません。」 
甲 氏：「  Ｂ  。」 
あなた：「  Ｃ  。いずれにせよ、事業の買収、特に買い手の場合には、大小様々なリ

スクを伴いますから、その分野に詳しい専門家からアドバイスを受けないと後

で痛い目を見ますよ。ちょうどいい人を知っていますから紹介しますよ。」 
甲 氏：「ありがとうございます。」 

 

（設 問）  チェック✔□□□ 

会話の中の空欄Ａに入る記述として、最も不適切なものはどれか。 

 

ア α事業に関係する債務は、Ｚ社が承継する債務から除外することはできないので、

α事業に関係する簿外債務がないかどうかの調査が重要になります 

イ Ｙ社がα事業に関して締結している契約の中に、会社分割が解除事由として定めら

れているものがないかの確認が重要になります 

ウ Ｚ社においてα事業を営むのに新たに許認可を取得することが必要な場合には、そ

の許認可を得るのに必要な期間やコストを把握しておく必要があり、そのコストをＸ

社が負担するのかＹ社が負担するのか交渉する必要があります 

エ 契約の分割等の要否を検討するために、Ｙ社が、α事業とそれ以外の事業の双方で、

同一の契約に基づいて使用しているリース資産やシステムがないかどうかの確認が必

要になります 

  

重要度 Ｂ 


